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Ｌアラートの将来像（案）
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文字情報

地理情報（避難情報の地図表示化は検討中、避難所情報等の位置情報は実施済み）
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避難情報等
地図化支援
システム

発令支援
システム

次世代
ビューワ接続

次世代
ビューワ接続

簡易Web API

直接広報支援
緊急速報メール

実施済み

実施済みまたは検討中



１．「情報伝達者」の在り方
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（１）Ｌアラートサービスの利用の拡大
■ また、中央省庁をはじめとする公的機関、ライフライン事業者、災害支援に関わる団体などにおいても、Lアラートサービス利用のニー

ズがあるが、Lアラートの利用を可能とすれば、これらの機関・団体での迅速な災害対応が可能になることが考えられ、地域住民等
にとってもメリットがあるのではないか。

 さらに、Lアラートサービスのポータルやスマホアプリ、デジタルサイネージでの利用も進んではいるが、テレビ、ラジオ等での普及に比
べると限定的であり、近年の災害時でのスマホ利用の普及等を踏まえれば、これらでの利用が一層進む環境を構築することが望ま
れるのではないか。

 加えて、Lアラートが取り扱った情報は貴重な防災関連情報であることから、伝達以外の分析等にも利活用できるサービスを検討す
べきではないか。

（２）情報伝達者の責任についての考え方
 地方自治体等における情報発信の正確性・迅速性の向上のための取組を進めつつ、上記（１）の利用ニーズや近年の災害時で

のスマホ利用の普及等を踏まえ、伝達メディアの違いや、様々な利用の形態に即して責任のあり方を考えてもよいのではないか。

☑ 「情報伝達者」の範囲を、報道機関等に
限らず、災害支援団体や組織内利用に
まで拡大すべき

☑報道機関ではないものの、地域住民等へ
の伝達力の高いスマホアプリやサイネージ
等の利用を推進すべき

☑Ｌアラート情報の分析を行うサービスに道
を開くべき

Ｌアラートのより有効な活用のために（抄）

(1) 【FMMC】 情報伝達者の拡大に意義はある
も、制限なき拡大は運用・管理コスト増に。
（有償サービス問題と併せて検討）

(2) 【総務省】 熊本地震では、報道機関に加え
てスマホ等が大いに活用。災害情報伝達手
段の多様化の重要性を周知（※別添参照）

(3) 【総務省､FMMC】 ｻｲﾈｰｼﾞ等の伝達手段に
応じたＬアラート情報のキュレーションや、他
情報を加えたAI分析等の導入（※別添参照）

提案内容 提案へのコメント（誰が、何を）



２．「情報発信者」の在り方
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○ 避難勧告等のより迅速な入力と正確性向上への取組
■ 市町村は、防災無線やホームページ、防災メール等による住民等への直接周知を優先する場合が多い。また、これらの入力は個別に
行われることが多く、Ｌアラートへの発信元となる都道府県防災情報システムへの入力が遅れる大きな要因の一つになっている。これら
を解決するには、Ｌアラートも含めたワンストップ入力の実現が必要ではないか。

 従来より改善されてきたが、市町村にとっては、都道府県への報告のために防災情報システムへ避難情報を入力しているといった意
識が強く、発信した情報がＬアラートを通じてメディアに伝達され、さらに住民にも伝達されていることの認識が足りないように感じる。
今後、さらなる啓発活動が必要ではないか。

○ 住民にとって分かり易い避難情報の伝達を目指して
 上記の問題を解決するためには、避難情報の地図表示化が必要であり、避難勧告等を自分事として住民等が捉えるようにするため

には、災害状況の可視化を推進することも必要ではないか。（画像化、動画化等）
 地図表示化を実現・普及するためには、市町村の現状の入力負荷を軽減することが必要であり、地図表示化の標準仕様と合わせ

て入力システムの標準化も必要ではないか。

☑ 直接広報手段（防災無線､HP､防災ﾒｰ
ﾙ）と防災情報システム（Lｱﾗｰﾄ）とのワ
ンストップ入力を実現すべき

☑自治体において、Ｌアラートを通じたメディ
アへの伝達（間接広報）を行っていると
の認識がない

☑文字入力の表記ゆれによる混乱対策とし
て、地図表示化等の高度化が必要

避難勧告等のより迅速な入力と正確性向上への取組／住民にとって分かり易い避難情報の伝達を目指して（抄）

(1) 【総務省､自治体】 防災情報システムで、ワ
ンストップ入力をデフォルト化できないか

(2) 【FMMC】 自治体が、Ｌアラート情報のメ
ディア等への到達状況の確認方法として、
ビューワに加え、NHKとYahooサイトを推奨

(3) 【情報伝達者】 地域連絡会で、地域住民へ
の伝達状況（報道等）をフィードバック

(4) 【総務省､FMMC】情報「発信」支援サービ
スの基盤技術開発から実装への準備



３．発信情報等の充実と新サービスの在り方
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○ 平時利用の促進
■ 「お知らせ」の入力機能を備えた都道府県の防災情報システムは増加傾向にあるが、入力できるのは防災情報に限定されており、平

時に広報部門等が利用できないことが多い。広報部門等が平時に活用できる「お知らせ」の入力システムの提供も必要ではないか。

○ 発信情報の増加
 有料コンテンツとして既に流通している道路や交通情報等については、Ｌアラートを伝送路として活用して有料配信を行うことで、情

報種別の拡充が図れるのではないか。

○ 新サービスの提供による利用者ニーズへの対応
■ 従来の無償サービスでは、情報発信者からＬアラートへ発信された情報をそのまま情報伝達者へ配信する土管としての役割を担ってき
たが、Ｌアラートを取り巻く環境の変化や利用者ニーズの変化に応えるために有償サービスも視野に入れた新たなサービスを検討す
べき時期にきているのではないか。

☑ 災害時にＬアラートを最大限活用するに
は、平時利用が必須。自治体内の担当
（防災／広報）が異なり、連携は難

☑自治体からだけでなく、交通・電力・水道
等のライフラインの情報発信のニーズが高
い。その場合、有料配信も選択肢に。

☑既存のＬアラートは、入力情報をそのまま
届ける「土管」。利用者ニーズに応じて情
報を加工する有償サービスも要検討。

平時利用の促進／発信情報の増加／新サービスの提供による利用者ニーズへの対応（抄）

(1) 【総務省､自治体】 「お知らせ」を自治体
内で災害情報と統合するのではなく、情
報「発信」支援サービスによる発信を

(2) 【FMMC】 既存の道路・交通等の有料
情報をＬアラートで取り扱う場合、受信
(希望)者からの分担金が必要ではないか
（気象業務支援ｾﾝﾀｰを参考に）

(3)【総務省､FMMC】Ｌアラート情報のキュ
レーションや、他情報を加えたAI分析等
を行う情報「受信」支援サービス」の技術
開発・実装へ



４．誰が、何をすべきか 【まとめ】
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国 情報発信者
（自治体等） FMMC 情報伝達者

（メディア等）

１．情報伝達者
に係る見直し

２．情報発信者
に係る見直し

３．新サービス
の在り方

(1) 情報伝達者の要件緩和

(2) 災害情報伝達の多様化
（間接広報）の重要性を周知

(1) 防災関連情報の
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ入力のﾃﾞﾌｫﾙﾄ化

(2) Lｱﾗｰﾄ情報

のﾒﾃﾞｨｱ等へ
の到達確認

新たな情報「発信」支援サービス（FMMC/外部民間）を可能に
２．(4) 地図表示化、発令・形式変換の支援

３．(1) 災害情報と併せ、「お知らせ」を同時発信

(2) ﾗｲﾌﾗｲﾝ情報の有料ｻｰﾋﾞｽ化
（受信者からの分担金を要検討）

(3) 情報「受

信」支援ｻｰﾋﾞｽ
を可能に

(3) Lｱﾗｰﾄ情報

の伝達状況を
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

(3) Lｱﾗｰﾄ情報

のｷｭﾚｰｼｮﾝ・
AI分析の実証



【参考】 熊本地震とICT利活用
～ 「情報通信白書 2017」 より ～

6



災害情報の伝達手段の変遷
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阪神・淡路大震災 新潟県中越地震 東日本大震災 熊本地震
発生年月 1995年1月17日 2004年10月23日 2011年3月11日 2016年4月16日
マグニチュード M7.3 M6.8 M9.0 M7.3
死者・行方不明者数 6,437人 68人 22,118人 228人
避難者数（最大） 約32万人 約1.2万 約47万人 約18万
全半壊棟数 24万9,180棟 1万6,985棟 40万326棟 4万2,734棟
経済被害額(直接) 約10兆円 約3兆円 約17兆円 約2.4～4.6兆円

I
C
T
の
活
用
状
況

固定通信 【加入電話】
停電・家屋の倒壊等により利
用が困難。

【加入電話/ISDN】
停電・輻輳等により利用が
困難。

【加入電話/IP電話】
停電・輻輳、津波による家屋の倒壊等に
より利用が困難。

【IP電話】
停電した地域を除き利用可能。利用率
は低い。

移動体通信 【2G  ガラケー】
普及の進展期。一般電話よ
りも通じやすく効果を発揮。

【3G  ガラケー】
人口普及率が63.9%。停
電・輻輳等により利用が困難。

【3G  ガラケー】
人口普及率は87.8%、スマホは約1割。
停電・輻輳・基地局の被災等により利用
が困難。

【LTE、スマホ、ガラケー】
人口普及率は123.1%、スマホは半数
超。概ね問題なく利用でき、SNS等の評
価が高い。

インターネット 【ダイヤルアップ】
普及の黎明期。被災地の情
報発信に効果を発揮。

【ADSL・光】
個人普及率64.3%。県によ
るHPでの情報発信が行われ
たが利用は限定的。

【ADSL・光】
個人普及率78.2%。停電等により固定
系は利用が困難。先進的なユーザが
SNS等を活用。

【光】
個人普及率83.0%。概ね問題なく利用
できた。00000JAPANの無料開放が実
施された。

テレビ 【地上波放送】
停電・放送局の被災により利
用困難。

【地上波放送】
停電により利用困難。普及
後は、安否情報の放送が好
評。

【地上波放送・ワンセグ】
停電により固定のテレビは利用困難。一
方、先進的なユーザで津波の認知等にワ
ンセグが活用された。

【地上波放送・データ放送】
一部の地域を除き概ね問題なく利用でき、
データ放送等を活用した生活情報の発
信に対する評価が高い。

ラジオ 【臨時災害放送局等】
被災者向けにきめ細かな災
害関連情報を発信。

【臨時災害放送局等】
中継局の臨時設置や端末
配布により情報伝達に寄与。

【AM、FM、臨時災害放送局等】
発災直後の情報収集手段としてAM,
FMの評価が高い。臨災局は復旧期の行
政情報や安否情報伝達に寄与。

【AM、FM、臨時災害放送局等】
他の情報収集手段が利用できたため、
利用率が低い。

出典： 情報通信白書2017（図表 ５-４-１-１）より

○過去の災害との特徴とICTの活用状況の比較

 ICT技術の進展に伴い、災害情報の伝達手段は多様化。また、災害の特性・被害
状況に応じて活用される伝達手段は異なる。

 熊本地震では、テレビ・ラジオに加え、スマートフォンの活用が目立った。



自治体の考える災害情報伝達手段と、その優先順位
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主な情報発信手段 活用状況や課題 （主な評価やコメントを集約）
直接広報手段
（直接拡散）
型

防災行政無線
（10） • 活用したものの、聞き取りにくい等の課題もあり（詳細を後述）。

広報車・自治会等に
よる周知（4）

• 地元の消防団や自治会組織をとおした情報発信を効果的に行うことができた。
一方、自治組織との情報伝達にはICTを活用した効率化の余地がある。

防災メール（6） • 職員・消防団向け登録制メールを住民用に開放し、拡散
ホームページ（12） • 入力情報のSNS連携をはじめ、効果的に活用できた。一方で、インターネットによ

る情報発信では課題が残る。
○各課の更新情報が多いため、情報がすぐに埋もれてしまう。
○掲載内容をウェブ管理者へFAX送信⇒更新というフローや、複数担当課による情
報作業を要し、煩雑になり、掲載まで時差が発生。

SNS（5） • 市長自らの発信が住民から好評であった（一方で、職員が内容を確認できず、
業務に支障が発生）。

• 市の公式アカウントは登録制であることから必ずしも情報がいきわたっていないため、
日頃から登録を促進することが望ましい。

• リアルタイムな情報のアップデートが求められるため、作業が煩雑になってしまう
（古いと誤りがあると誤解されやすいため）。

間接広報手段
（間接拡散）

テレビ（6） • 高齢者にとって馴染みのあるテレビを介して効果的に発信（対策本部の報道発
表等）できた。一方で、放送局とは電話でのやり取りが増えてしまうなど、効率的
な情報共有に課題（③も参照）。

コミニュティFM（2） • 被災状況や生活情報を発信してもらう等で連携体制を構築。
情報プラット
フォーム型

Ｌアラート（4） • 自治体側は入力しているにも関わらず問い合わせが殺到。
• 一方、利用側からみると、自治体間で入力情報量に「ムラ」があったり、「鮮度」が
不明な場合、確認の問い合わせが必要になった。

• 上記ウェブ系の他、普段から慣れていないＬアラートの独自フォーマットへの入力
など、同じ発信内容でも手段毎に作業が必要となり業務が煩雑になった。日常
的に利用していないと手間が発生した。

１）間接広報手段の積極的な活用
自治体職員のマンパワーが限ら
れていることから、幅広く災害情報
を配信できるよう間接広報手段を
活用した多重的な発信が重要で
ある。

２）入力・確認のフォーマット化と入
力支援の環境整備
複数のツールを利用する場合、
データ入力形式や確認プロセスを
フォーマット化したり、入力支援の
環境を整備したりすることにより利
便性を向上させる。

３）発信情報のメンテナンス
関係自治体によるＬアラートへの
入力の促進、ストック化されていく
情報については、時点情報の掲
載や定期確認が必要という声が
あった。

４）テレビの更なる活用
Ｌアラートの稼働を高めるとともに、
特に訴求力の高いテレビ(L字)を
活用した情報発信を行う。

想定される工夫・対応策

出典：情報通信白書2017（図表５-３-１-１）より

○主な情報発信手段別の活用状況と想定される工夫・対応策

 自治体内（防災部局）で、優先度の高い伝達手段である防災行政無線等の直接
広報は、地域住民への訴求力が不十分。間接広報の積極活用の認識共有が重要

 そのためには、間接広報の効果の「見える化」を図る必要がある。



熊本地震におけるＬアラートによる情報発信
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豪雨

【参考】「お知らせ」情報の発信
益城町において、災害FM放送と同内容の
行政情報（例：罹災証明手続、生活支援物資）、
復旧情報（例：電力、ガス）をＬアラートで発信

14日の地震

16日の地震

【宇城市】避難勧告発令 04月16日 16時00
分(危険地区) [補足情報] 危険地区 避
難所は市内１９カ所。市内の土砂災害、河

川堤防決壊、ため池決壊の恐れがある地
域に避難勧告を発令。ただちに避難してく
ださい。

【南阿蘇村】避難指示発令 [見
出し文] 避難指示 発令 04月
16日 17時55分(中松三区、東

下田区、下田区、喜多区、長野
区、黒川区、立野区、新所区、
赤瀬区、)

【益城町】相談窓口設置について

中央公民館のロビーに、今回の地震に
関する相談窓口を本日から設置します。

相談受付時間は、午前９時３０分から正
午まで、及び午後１時から４時３０分まで
です。

（避難指示（緊急）・避難勧告）

○Ｌアラートによる情報発信量の推移

出典：情報通信白書2017（図表５-３-１-２）より

 2016年4月16日の本震を機に避難勧告が発令。21日の豪雨で発令数は増加。
 ツイッター発信は17日がピーク。公式情報たるＬアラートの補完的役割を果たす
 益城町では「お知らせ」情報が発信され、NHKデータ放送等で配信された。

【参考】ツイッター発信

益城町、熊本市、阿蘇市を中心に、
被害状況に関するツイートが集中



公式情報「Ｌアラート」の補完としての「ツイート」の可能性
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○ Lアラート発信量ツイート発信量の推移

Lアラート
発信数

ツイート発信量
災害 災害以外

避難勧告
・指示情報

お知らせ 地震 アラート 火災 崩壊・水害 道路・建物・
ライフライン

トラブル 飲料・食料・
生活用品

救助・病・
怪我

南阿蘇村 17 0 565 174 230 224 375 200 17 44

益城町 11 286 582 82 121 33 597 148 23 33

熊本市 33 0 504 57 16 10 280 116 45 15

西原村 22 0 83 215 83 83 53 17 6 18

阿蘇市 11 0 138 197 8 8 112 18 2 1

八代市 15 0 104 48 130 1 9 8 0 1

宇城市 16 0 68 74 2 2 15 8 1 1

宇土市 18 0 23 67 2 2 22 7 1 1

御船町 8 0 35 48 6 2 11 15 1 1

菊池市 4 0 35 32 4 1 5 6 0 2

嘉島町 0 0 14 0 11 8 14 7 2 12

高森町 5 0 3 14 6 6 19 14 1 1

大津町 5 0 13 15 3 3 4 10 2 1

産山村 2 0 16 26 0 0 0 2 0 0

美里町 6 0 3 33 0 0 0 0 0 0

合志市 4 0 11 10 0 0 2 2 5 1

菊陽町 5 0 5 20 0 0 5 0 1 0

甲佐町 7 0 18 8 0 0 1 2 0 0

南小国町 5 0 2 25 0 0 0 0 0 0

小国町 6 0 3 16 0 0 1 0 0 0

出典：情報通信白書2017（図表５-３-３-１）より

 市町村の公式なＬアラート情報に比べ、ツイートの発信は大量で多種多様
 ツイートから有用な情報を抽出することができれば、災害情報伝達に当たり、
Ｌアラートとの補完関係を構築することができるのではないか。



NiCTの災害状況要約システム： D-SUMM
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○ D-SUMMを活用した熊本地震（4月14日の地震）発災後１時間の熊本県の被災状況の要約

電気、ガス、水道、
通信のトラブル

建物被害の報告
100件以上

被災報告が深刻なエリアから順に表示。

熊本市

益城町

阿蘇市

地図表示も可能

家屋倒壊

出典：情報通信白書2017（図表５-３-４-３）より

 D-SUMMとは、SNS上の災害関連情報をリアルタイムで自治体毎に分析し、一
目で状況把握・判断を可能とし、救援と避難の支援を行うシステムのこと。

 自治体等において情報収集が困難な発災直後1時間でも被害状況概要の把握を可
能にし、初動対応を支援



情報伝達手段の特性の違いと多様化の必要性
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順位 迅速性 正確性 安定性 地域情報 地域外情報 情報量
1 エリア・緊急速報

メール
避難所等への掲示

Ｔｗｉｔｔｅｒ
（政府・行政機関等）

避難所等への掲示 ＢＳ放送
災害ＦＭ・

コミュニティＦＭ

2 災害ＦＭ・
コミュニティＦＭ

行政機関
ホームページ

インターネット電話
災害ＦＭ・

コミュニティＦＭ
地上波放送 検索サイト

3
ワンセグ放送

災害ＦＭ・
コミュニティＦＭ

災害ＦＭ・
コミュニティＦＭ

近隣住民の口コミ
Ｆａｃｅｂｏｏｋ

（政府・行政機関等）
地上波放送

4 報道機関
ホームページ

防災行政無線
（屋外）

ＦＭラジオ
防災行政無線

（屋外）
検索サイト ＢＳ放送

5
防災アプリ 地上波放送 ＡＭラジオ

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
（家族・友人・知人等）

報道機関
ホームページ

報道機関
ホームページ

6
ＢＳ放送 ワンセグ放送

ＬＩＮＥ
（家族・友人・知人等）

Ｔｗｉｔｔｅｒ
（政府・行政機関等）

ワンセグ放送
行政機関

ホームページ

7
インターネットメール

Ｔｗｉｔｔｅｒ
（政府・行政機関等）

地上波放送
Twitter

（家族・友人・知人等）
ＡＭラジオ ワンセグ放送

8
検索サイト

ＬＩＮＥ
（政府・行政機関等）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
（政府・行政機関等）

行政機関
ホームページ

Twitter
（家族・友人・知人等）

ＡＭラジオ

9
地上波放送 防災アプリ 防災アプリ 地上波放送

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
（家族・友人・知人等）

Ｔｗｉｔｔｅｒ
（政府・行政機関等）

10 ＬＩＮＥ
（家族・友人・知人等）

ＡＭラジオ
防災行政無線

（屋外）
ＡＭラジオ ＦＭラジオ

ＬＩＮＥ
（政府・行政機関等）

○ 各指標で評価の高いICTメディア

出典：情報通信白書2017（図表５-２-２-１３）より

 災害情報伝達に活用可能なICTメディアについて、7つの観点から評価。
 ラジオとテレビの順位が全般で高いものの、スマホ活用の伝達手段も一定の役割
 避難所掲示､行政機関HP､防災無線といった直接広報手段は、正確性や地域情報
では高評価

 あらゆる手段で圧倒的なものはなく、今後も災害情報伝達の多様化が求められる
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